
１．一般状況

　（1）第１号被保険者のいる世帯数

世帯となっている。前年度末現在（2,507万世帯）に比べ20万世帯（０.８％）増となっている。

　（2）第１号被保険者数

に占める割合は、それぞれ４８.８％、５１.２％となっている。（１表参照）

計24万人 (０.７％) 増となっている。

１表　第1号被保険者数の推移（年度末現在）
（単位：千人）

平成 令和

12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 元年度 ２年度

13,192 13,424 13,709 13,736 13,871 14,125 14,501 14,708 15,037 15,144 14,827 15,055 15,737 16,524 17,164 17,449 17,454 17,456 17,296 17,255 17,462

9,231 9,744 10,225 10,758 11,240 11,753 12,262 12,804 13,280 13,773 14,283 14,724 15,201 15,494 15,856 16,366 16,951 17,423 17,955 18,292 18,326

22,422 23,168 23,934 24,494 25,111 25,878 26,763 27,512 28,317 28,917 29,110 29,779 30,938 32,018 33,021 33,816 34,405 34,879 35,252 35,548 35,788

※数値は、千人未満を四捨五入しているため、計に一致しない場合がある。

（３）要介護（要支援）認定者数

（男性7万人、女性6万人）となっている。（２表参照）

145万人）となっている。

となっている。

なっている。

おり、軽度（要支援１～要介護２）の認定者が約６５.７％を占めている。

７０歳以上７５歳未満は53万人（男性26万人、女性27万人）、７５歳以上８０歳未満は85万人（男性

34万人、女性51万人）、８０歳以上８５歳未満は142万人（男性47万人、女性95万人）、８５歳以上

９ ０ 歳 未 満 は 183 万 人 （ 男 性 51 万 人 、 女 性 131 万 人 ） 、 ９ ０ 歳 以 上 は 184 万 人 （ 男 性 39 万 人 、 女 性

前年度末現在に比べ、第１号被保険者は13万人 (２.０％) 増、第２号被保険者は0.2万人 (１.３％) 増

認 定 を 受 け た 第 １ 号 被 保 険 者 の う ち 、 前 期 高 齢 者 （ ６ ５ 歳 ～ ７ ５ 歳 未 満 ） は 76 万 人 、 後 期 高 齢 者 （

７５歳以上）は593万人で、第１号被保険者の認定者に占める割合は、それぞれ１１.３％、８８.７％と

認定者を要介護（要支援）状態区分別にみると、要支援１：96万人、要支援２：95万人、要介護１：

140万人、要介護２：117万人、要介護３：91万人、要介護４：85万人、要介護５：59万人となって

報 告 書 の 概 要

第１号被保険者のいる世帯数は、令和２年度末現在（令和3年3月末、以下同じ。）で2,527万

要介護（要支援）認定者（以下「認定者」という。）数は、令和２年度末現在で682万人となってい

る 。 う ち 、 第 １ 号 被 保 険 者 は 669 万 人 （ 男 性 209 万 人 、 女 性 460 万 人 ） 、 第 ２ 号 被 保 険 者 は 13 万 人

う ち 、 第 １ 号 被 保 険 者 に つ い て は 、 ６ ５ 歳 以 上 ７ ０ 歳 未 満 は 22 万 人 （ 男 性 12 万 人 、 女 性 10 万 人 ）

第 １ 号 被 保 険 者 数 は 、 令 和 ２ 年 度 末 現 在 で 3,579 万 人 と な っ て い る 。 そ の う ち 、 前 期 高 齢 者

（ 65 歳 以 上 75 歳 未 満 ） は 1,746万 人、 後期 高齢 者（ 75歳 以上 ）は 1,833万 人で 、第 1号 被保 険者

前 年 度 末 現 在 に 比 べ 、 前 期 高 齢 者 20.7 万 人 ( １ . ２ ％ ) 増 、 後 期 高 齢 者 3.4 万 人 ( ０ . ２ ％ ) 増

区　　分

計

75歳以上

65～75歳未満
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２表　認定者数（年度末現在） （単位：千人）

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 総数

第１号被保険者 300 265 454 390 289 239 152 2,089

65歳以上70歳未満 16 17 23 23 16 14 12 122

70歳以上75歳未満 35 35 51 50 36 30 23 260

75歳以上80歳未満 49 44 71 62 45 37 26 335

80歳以上85歳未満 74 60 106 86 61 51 33 471

85歳以上90歳未満 79 65 118 93 69 56 33 513

    　  90歳以上 46 43 85 75 61 51 26 387

第２号被保険者 7 10 12 15 10 9 9 72

306 276 466 405 299 248 161 2,160

14.2% 12.8% 21.6% 18.8% 13.8% 11.5% 7.4% 100.0%

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 総数

第１号被保険者 649 664 926 749 599 595 417 4,600

65歳以上70歳未満 16 18 18 17 11 11 10 101

70歳以上75歳未満 51 50 51 42 29 27 23 274

75歳以上80歳未満 106 92 105 74 51 47 37 512

80歳以上85歳未満 184 163 205 139 98 90 67 946

85歳以上90歳未満 191 200 286 216 162 153 106 1,314

        90歳以上 100 141 261 261 248 268 174 1,453

第２号被保険者 6 9 9 12 8 7 8 58

655 674 935 761 607 602 425 4,658

14.1% 14.5% 20.1% 16.3% 13.0% 12.9% 9.1% 100.0%

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 総数

第１号被保険者 949 930 1,380 1,139 887 834 569 6,689

65歳以上70歳未満 33 36 41 40 28 25 21 224

70歳以上75歳未満 86 86 101 92 65 58 46 534

75歳以上80歳未満 155 136 176 137 95 84 63 848

80歳以上85歳未満 258 223 311 225 159 141 100 1,417

85歳以上90歳未満 270 265 404 309 231 209 139 1,826

   　　 90歳以上 146 184 346 336 309 318 200 1,840

第２号被保険者 12 20 21 27 18 16 16 130

961 949 1,401 1,166 906 850 586 6,818

14.1% 13.9% 20.5% 17.1% 13.3% 12.5% 8.6% 100.0%

※数値は、千人未満を四捨五入しているため、計に一致しない場合がある。

※保険者が国民健康保険団体連合会に提出する受給者台帳を基にしたものであり、提出後に要介護度が遡って変更になる場合がある。

図１　認定者数の推移（年度末現在）
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（単位：千人）

要支援 要支援１ 要支援２ 経過的要介護 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

※東日本大震災の影響により、平成22年度の数値には福島県内５町１村の数値は含まれていない。

※( )の数値は、平成１２年度を１００とした場合の指数である。

※平成2９年度から全市町村で介護予防・日常生活支援総合事業を実施している。
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（４）第1号被保険者に占める認定者の割合

　には、大阪府、和歌山県、京都府などが高く、茨城県、埼玉県、山梨県などが低くなっている。

（3表、図２参照）

３表　都道府県別 第１号被保険者に占める認定者の割合（年度末現在）

都道府県 認定者数
第１号被
保険者数

認定率
（％）

都道府県 認定者数
第１号被
保険者数

認定率
（％）

都道府県 認定者数
第１号被
保険者数

認定率
（％）

全　国 6,689 35,788 18.7 富山県 64 336 18.9 島根県 48 229 21.0

北海道 339 1,669 20.3 石川県 59 335 17.7 岡山県 118 569 20.8

青森県 75 420 17.9 福井県 41 234 17.6 広島県 160 823 19.4

岩手県 79 408 19.3 山梨県 40 251 15.9 山口県 89 465 19.2

宮城県 119 645 18.4 長野県 113 655 17.2 徳島県 49 245 20.0

秋田県 73 361 20.3 岐阜県 103 605 17.1 香川県 60 303 19.7

山形県 64 360 17.8 静岡県 180 1,096 16.4 愛媛県 93 443 20.9

福島県 113 585 19.3 愛知県 319 1,888 16.9 高知県 47 246 19.2

茨城県 132 851 15.5 三重県 99 532 18.7 福岡県 271 1,414 19.2

栃木県 90 564 15.9 滋賀県 65 371 17.6 佐賀県 45 248 18.2

群馬県 101 580 17.4 京都府 159 741 21.5 長崎県 87 437 19.9

埼玉県 309 1,958 15.8 大阪府 532 2,385 22.3 熊本県 108 549 19.8

千葉県 288 1,723 16.7 兵庫県 317 1,578 20.1 大分県 69 375 18.4

東京都 618 3,152 19.6 奈良県 79 420 18.8 宮崎県 57 351 16.2

神奈川県 419 2,327 18.0 和歌山県 68 310 21.9 鹿児島県 101 518 19.4

新潟県 136 721 18.8 鳥取県 35 178 19.5 沖縄県 59 333 17.8

※数値は、千人未満を四捨五入しているため、計に一致しない場合がある。

図２　都道府県別　第１号被保険者に占める認定者の割合

（単位：千人）

第１号被保険者に占める認定者の割合（年度末現在）は、全国平均で１８.７％となっており、地域別
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要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 伸び率

※第１号被保険者数及び認定者数は、令和２年度末現在の数値である。

対前年伸び率（％）は、令和２年度末現在と令和元年度末現在との認定者数の比較である。

対前年伸び率 (％)
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（５）居宅介護（介護予防）サービス受給者数

うち第１号被保険者数は4,608万人、第２号被保険者数は102万人となっている。

受給者が約７０.０％を占めている。（４表、図3参照）

（２.２％）増となっている。（図４参照）

４表　居宅サービス受給者数（年度累計） （単位：千人）

区　　分 要支援１ 要支援２
経過的
要介護

要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 計

第１号被保険者 3,633 5,630 0 12,274 10,779 6,476 4,522 2,767 46,082

第２号被保険者 57 139 0 186 267 155 110 108 1,023

総　　数 3,690 5,770 0 12,461 11,047 6,631 4,632 2,875 47,105

構　成　比 7.8% 12.2% 0.0% 26.5% 23.5% 14.1% 9.8% 6.1% 100.0%

※数値は、千人未満を四捨五入しているため、計に一致しない場合がある。

図3　要介護（要支援）状態区分別 居宅サービス受給者数の割合（第１号被保険者、第２号被保険者別）

居宅介護（介護予防）サービス受給者（以下「居宅サービス受給者」という。）数は、令和２年度

累計（※令和2年３月から令和３年２月サービス分）で総数4,710万人（延人月。以下同じ。）、

要介護（要支援）状態区分別では、要支援１：369万人、要支援２：577万人、要介護１：1,246

万人、要介護２：1,105万人、要介護３：663万人、要介護４：463万人、要介護５：287万人

となっており、要介護１の受給者数が２６.５％と最も多くなっており、軽度（要支援１～要介護２）の

１ヶ月あた り平 均で みる と、 総数 で393 万人 とな り、 前年 度（ 384万 人） に比 べ8 万人
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図4　居宅サービス受給者数の推移（１ヶ月平均）

（６）地域密着型（介護予防）サービス受給者数

　人となっている。

　（要介護３～要介護５）の受給者が約４３.５％を占めている。（５表、図５参照）

　（１.２％）減となっている。（図６参照）

５表　地域密着型サービス受給者数（年度累計） （単位：千人）

区　　分 要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 計

第１号被保険者 63 97 2,973 2,700 2,068 1,464 955 10,321

第２号被保険者 0 1 31 39 28 19 18 137

総　　数 64 98 3,004 2,739 2,096 1,483 974 10,458

構　成　比 0.6% 0.9% 28.7% 26.2% 20.0% 14.2% 9.3% 100.0%

※数値は、千人未満を四捨五入しているため、計に一致しない場合がある。

１ ヶ 月 あ た り 平 均 で みる と、 総数 で87.1 万人 とな り、 前年 度（ 88.2万 人） に比 べ1 万人

地域密着型（介護予防）サービス受給者（以下「地域密着型サービス受給者」という。）数は、

令和２年度累計で総数1,046万人、うち第１号被保険者数は1,032万人、第2号被保険者数は14万

介護２：274万人、要介護３：210万人、要介護４：148万人、要介護５：97万人となっており

要介護（要支援）状態区分別では、要支援１：6万人、要支援２：10万人、要介護１：300万人、要

要介護１の受給者数が２８.７％と最も多く、軽度（要支援１～要介護２）の受給者が約５６.５％、重度

※東日本大震災の影響により、平成22年度の数値には福島県内５町１村の数値は含まれていない。
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（単位：千人）

要支援 要支援１ 要支援２ 経過的要介護 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

※平成2９年度から全市町村で介護予防・日常生活支援総合事業を実施している。また、平成29年度末をもって、

予防給付のうち訪問介護と通所介護については終了している。
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図５　要介護（要支援）状態区分別　地域密着型サービス受給者数の割合（第１号被保険者、第２号被保険者別）

図６　地域密着サービス受給者数の推移（１ヶ月平均）
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※東日本大震災の影響により、平成22年度の数値には福島県内５町１村の数値は含まれていない。
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要支援１～２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

※平成18年度は、４月から２月サービス分の平均。

※平成２８年４月１日から、居宅サービスである通所介護のうち、小規模な通所介護や療養通所介護は地域密着型サービスに

移行している。

※平成2９年度から全市町村で介護予防・日常生活支援総合事業を実施している。
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（７）施設介護サービス受給者数

　1,148万人となっている。（６表参照）

　最も多く、重度（要介護３～要介護５）の受給者が約８５.６％を占めている。（図７参照）

　（４３.４％）減、介護医療院１.６万人（１０２.８％）増となっている。（図８参照）

※平成３０年度、介護医療院が新設され、介護療養型医療施設の介護医療院への発展的移行が進められている。

６表　施設サービス受給者数（年度累計） （単位：千人）

区　　分 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 計

介護老人福祉施設 78          228       1,670     2,617     2,088     6,680     

介護老人保健施設 513       804       1,032     1,159     718       4,225     

介護療養型医療施設 4            7            18          82          111       221       

介護医療院 8            16          39          145       175       382       

総　　数 601       1,054     2,750     3,988     3,083     11,476  

構　成　比 5.2% 9.2% 24.0% 34.7% 26.9% 100.0%

※同一月に２施設以上でサービスを受けた場合、施設ごとにそれぞれ受給者数を１人と計上するが総数には１人と
　計上しているため、４施設の合算と総計が一致しない。

※数値は、千人未満を四捨五入しているため、計に一致しない場合がある。

図７　要介護状態区分別 施設サービス受給者の割合（総数）

施設介護サービス受給者（以下「施設サービス受給者」という。）数は、令和２年度累計で総数

要介護（要支援）状態区分別では、要介護１：60万人、要介護２：105万人、要介護３：275

万人、要介護４：399万人、要介護５：308万人となっており、要介護４の受給者数が３４.７％と

１ヶ月あたり平均でみると、介護老人福祉施設56万人、介護老人保健施設35万人、介護療養型

医療施設1.8万人、介護医療院3.2万人、総数96万人であり、前年度に比べ、介護老人福祉施設

０.７万人（１.３％）増、介護老人保健施設０.３万人（０.７％）減、介護療養型医療施設１.４万人
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図８　施設サービス受給者数の推移（１ヶ月平均）

※平成１９年度からは、同一月に2施設以上で施設サービスを受けた場合、施設ごとにそれぞれ受給者数を1人と計上するが、

　総数には１人と計上しているため４施設の合算と総計が一致しない。

 ※東日本大震災の影響により、平成２２年度の数値には福島県内５町１村の数値は含まれていない。

※平成３０年度、介護医療院が新設され、介護療養型医療施設の介護医療院への発展的移行が進められている。
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２．保険給付（介護給付・予防給付）

（1）総数

　１０兆７,２４７億円、利用者負担を除いた給付費９兆５,９６０億円となっている。（７表参照）

　は、１１兆５４２億円となっている。

　いる。

７表　保険給付　介護給付・予防給付（総数） 令和２年度累計（2年３月～3年２月サービス分）

件数

区分 要支援１ 要支援２
経過的
要介護 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 計

居宅サービス 7,825 12,990 0 34,067 34,438 22,283 16,950 11,935 140,488

地域密着型サービス 65 99 － 3,147 2,881 2,203 1,547 1,011 10,953

施設サービス 0 0 605 1,061 2,776 4,031 3,112 11,585

合　　計 7,890 13,089 0 37,819 38,381 27,262 22,528 16,058 163,027

構 成 比 4.8% 8.0% 0.0% 23.2% 23.5% 16.7% 13.8% 9.8% 100.0%

単位数

居宅サービス 77 169 0 1,044 1,209 1,040 896 680 5,115

地域密着型サービス 3 11 － 326 403 438 361 265 1,806

施設サービス 0 0 157 293 782 1,217 1,009 3,459

合　　計 80 179 0 1,527 1,905 2,259 2,475 1,954 10,380

構 成 比 0.8% 1.7% 0.0% 14.7% 18.3% 21.8% 23.8% 18.8% 100.0%

費用額

居宅サービス 892 1,837 0 10,871 12,573 10,798 9,311 7,085 53,367

地域密着型サービス 33 110 － 3,332 4,122 4,483 3,692 2,710 18,482

施設サービス 0 0 1,606 2,996 8,011 12,460 10,325 35,398

合　　計 925 1,947 0 15,809 19,691 23,292 25,463 20,120 107,247

構 成 比 0.9% 1.8% 0.0% 14.7% 18.4% 21.7% 23.7% 18.8% 100.0%

給付費

居宅サービス 805 1,654 0 9,808 11,297 9,675 8,315 6,318 47,872

地域密着型サービス 29 98 － 2,969 3,672 3,990 3,288 2,414 16,459

施設サービス 0 0 1,435 2,677 7,157 11,132 9,228 31,629

合　　計 834 1,752 0 14,212 17,645 20,822 22,734 17,961 95,960

構 成 比 0.9% 1.8% 0.0% 14.8% 18.4% 21.7% 23.7% 18.7% 100.0%

※数値は、それぞれ千件、億単位、億円未満を四捨五入しているため、計に一致しない場合がある。

◎保険給付（介護給付・予防給付）総括表

（単位：億円）

※数値は、億円未満を四捨五入しているため、計に一致しない場合がある。

（単位：千件）

（単位：億単位）

（単位：億円）

（単位：億円）

保険給付関係の令和２年度累計の総数は、件数１億６,３０３万件、単位数１兆３８０億単位、費用額

なお、高額介護サービス費、高額医療合算介護サービス費、特定入所者介護サービス費を含む費用額

給付費について内訳をみると、居宅介護（介護予防）サービス（以下「居宅サービス」という。）は

４兆７,８７２億円、地域密着型介護（介護予防）サービス（以下「地域密着型サービス」という。）は

１兆６,４５９億円、施設介護サービス（以下「施設サービス」という。）は３兆１,６２９億円となって

31,629                 

2,689                    

367                       

※高額介護サービス費、高額医療合算介護サービス費、特定入所者介護サービス費は含まない。

3,295                    

102,311               

区分

居宅サービス

地域密着型サービス

施設サービス

高額介護サービス費

高額医療合算介護サービス費

特定入所者介護サービス費

合　　計

給付費

47,872                 

16,459                 
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（２）都道府県別 居宅サービス、地域密着型サービス、施設サービス別の給付費割合

　型サービス１７.２％、施設サービス３３.０％となっている。（８表参照）

８表　都道府県別 居宅サービス、地域密着型サービス、施設サービス別給付費割合 （単位：億円）

※高額介護サービス費、高額医療合算介護サービス費、特定入所者介護サービス費は含まない。

※数値は、億円未満を四捨五入しているため、計に一致しない場合がある。

（3）第１号被保険者１人あたり給付費

　いる。（９表参照）

　１人あたり給付費の全国平均は、２８６千円となっている。

９表　都道府県別 第１号被保険者１人あたり給付費 （単位：千円）

※高額介護サービス費、高額医療合算介護サービス費、特定入所者介護サービス費は含まない。

※数値は、千円未満を四捨五入しているため、計に一致しない場合がある。

保険給付について、各サービス別の給付費割合は、全国平均で、居宅サービス４９.９％、地域密着

第１号被保険者１人あたり給付費（総数）の全国平均は、居宅サービスでは１３４千円、地域

密着型サービスでは４６千円、施設サービスでは８８千円、合計では２６８千円となって

また、高額介護サービス費、高額医療合算介護サービス費、特定入所者介護サービス費を含む

113.6 74.2 106.9 294.7

沖縄県 171.0 36.4 85.3 292.6

152.6 44.5 84.7 281.8

宮崎県 144.0 46.8 86.8 277.5

125.1 71.1 86.5 282.7

熊本県 135.9 59.8 94.7 290.5

長崎県

大分県

129.3 49.6 87.8 266.6

佐賀県 129.4 58.7 87.3 275.4

141.5 72.0 87.8 301.4

高知県 105.4 63.7 112.9 281.9

91.0 265.6

137.7 52.0 110.3 300.1

香川県 145.6 43.2 98.3 287.2

46.8 100.9 288.6

大阪府 182.8 40.3 74.5 297.6

41.5 97.1 280.7

滋賀県

京都府

59.9 115.8 303.2

兵庫県 140.1 41.0 83.0 264.0

奈良県 126.3 34.0 92.4 252.7

和歌山県 158.0 50.9 96.4 305.4

59.8 106.7 291.0

山梨県 126.8 59.8 82.2 268.7

126.1 53.0 82.5 261.6

42.4 94.6 257.3

愛知県 131.3 39.1 74.9 245.2

三重県 142.1

120.4 299.2

富山県 121.7

福井県 124.5

長野県 123.2

158.9 32.3 83.4 274.6

133.2 42.9

岐阜県 131.3

鳥取県 127.5

140.8

80.7 256.7

116.0 26.3 80.7 222.9

118.4 34.0 76.7 229.0

93.6 273.6

123.5 50.1 106.3 279.9

100.9 36.9 95.1 232.9

291.2

117.5 50.2 92.3 260.1

112.8 44.3 78.5 235.7

309.7

289.8

新潟県

103.5 61.1

128.0 54.0

148.4 52.0秋田県

山形県

福島県

茨城県

栃木県

群馬県

149.2 61.3

千葉県

東京都

神奈川県

123.6 60.8

133.6 46.4

124.5 54.4

鹿児島県

徳島県

愛媛県

福岡県

施設
サービス

合　計

島根県 133.6 71.7 115.2 320.5

岡山県 132.8 68.0 96.5 297.3

広島県 133.1 52.7 88.1 273.9

山口県 118.2 56.4

地域密着型
サービス

施設
サービス

合　計
都道
府県

居宅
サービス

地域密着型
サービス

都道
府県

居宅
サービス

静岡県 120.2

57.9 113.2 292.8

石川県 118.8 59.8 102.5 281.1

52.7 97.7 273.6

46.5 86.4 264.3
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北海道
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岩手県
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居宅
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サービス

109.3

105.5

109.2

合　計

全　国 133.8 46.0 88.4 268.1

83.4 247.9

89.0 299.4

36.3%

沖縄県 569 58.4% 121 12.4% 284 29.1%

鹿児島県 589 38.6% 385 25.2% 554

30.0%

宮崎県 505 51.9% 164 16.9% 304 31.3%

大分県 572 54.1% 167 15.8% 317

30.6%

熊本県 746 46.8% 328 20.6% 520 32.6%

長崎県 547 44.3% 311 25.1% 378

32.9%

佐賀県 320 47.0% 145 21.3% 216 31.7%

福岡県 1,828 48.5% 701 18.6% 1,241

29.1%

高知県 259 37.4% 157 22.6% 278 40.0%

愛媛県 627 47.0% 319 23.9% 389

36.8%

香川県 441 50.7% 131 15.1% 298 34.2%

徳島県 337 45.9% 127 17.3% 270

32.2%

山口県 550 44.5% 262 21.2% 424 34.3%

広島県 1,095 48.6% 433 19.2% 725
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サービス

264 35.9%

岡山県 756 44.7% 387 22.9% 549 32.5%
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サービス

地域密着型
サービス

施設
サービス

島根県 306 41.7% 164 22.4%381 38.7%

鳥取県 227 42.0% 107 19.8% 206

36.5%

和歌山県 490 51.7% 158 16.7% 299 31.6%

奈良県 531 50.0% 143 13.5% 388

38.2%

兵庫県 2,210 53.1% 646 15.5% 1,309 31.4%

大阪府 4,359 61.4% 961 13.5% 1,778 25.0%

京都府 1,043 48.8% 347 16.2% 747 35.0%

滋賀県 468 48.2% 197 20.3% 306 31.5%

三重県 756 50.6% 221 14.8% 516 34.6%

愛知県 2,479 53.5% 738 15.9% 1,413 30.5%

静岡県 1,318 46.7% 465 16.5% 1,037 36.8%

岐阜県 795 49.7% 281 17.6% 523 32.7%

249 36.7%

石川県 398 42.2% 201 21.3% 344

長野県 807 45.0% 345 19.3% 639 35.7%

山梨県 319 47.2% 150 22.3% 207 30.6%

36.5%

20.5%

898 41.6% 392 18.2% 868 40.2%

3,100 51.9% 997 16.7% 1,877 31.4%

5,009 57.9% 1,019 11.8% 2,627

福井県 291 42.8% 140

30.4%

2,040 51.7% 585 14.8% 1,322 33.5%

2,271 52.0% 514 11.8% 1,580 36.2%

775 48.8% 269 16.9% 543 34.2%

637 47.9% 250 18.8% 443 33.3%

536 47.9% 188 16.8% 395 35.3%

859 43.3% 314 15.9% 809 40.8%

722 44.1% 293 17.9% 622 38.0%

1,392 33.6%

東京都

神奈川県

758 45.2% 324 19.3% 596 35.5%

374 29.7%

523 44.0% 220 18.5% 446 37.5%

446 42.6% 219 21.0% 380 36.4%

新潟県

16,459 17.2% 31,629
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図９　第１号被保険者１人あたり給付費

図１０　第１号被保険者１人あたり給付費
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（単位：千円）

※第１号被保険者１人あたり給付費 ＝ 令和２年度給付費累計 ／ 令和２年度末第１号被保険者数

※高額介護サービス費、高額医療合算介護サービス費、特定入所者介護サービス費は含まない。

全国平均：２６８千円

施設サービスの給付費が高い
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第１号被保険者１人あたり施設サービス給付費
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（単位：千円）

※高額介護サービス費、高額医療合算介護サービス費、特定入所者介護サービス費は含まない。
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（４）第１号被保険者分

　１０兆５,５０５億円、給付費９兆４,３７９億円となっている。

　　※高額介護サービス費、高額医療合算介護サービス費、特定入所者介護サービス費は含まない。

（５）第１号被保険者の２割負担対象者分

　単位、費用額４,３２９億円、給付費３,４６４億円となっている。

　　※高額介護サービス費、高額医療合算介護サービス費、特定入所者介護サービス費は含まない。

（６）第１号被保険者の３割負担対象者分

　単位、費用額３,４００億円、給付費２,３８０億円となっている。

　　※高額介護サービス費、高額医療合算介護サービス費、特定入所者介護サービス費は含まない。

（７）第２号被保険者分

　給付費１,５８１億円となっている。

　　※高額介護サービス費、高額医療合算介護サービス費、特定入所者介護サービス費は含まない。

（８）高額介護（介護予防）サービス費 

　　高額介護（介護予防）サービス費の累計は件数２,１０９万件、給付費２,６８９億円となっている。 

（９）高額医療合算介護（介護予防）サービス費

　　高額医療合算介護（介護予防）サービス費の累計は件数１１８万件、給付費３６７億円となっている。

（１０）特定入所者介護（介護予防）サービス費

　　特定入所者介護（介護予防）サービス費の累計は、給付費３,２９５億円となっている。

（１１）市町村特別給付 

　　市町村特別給付の累計は件数６８万件、費用額２５億円、給付費２１億円となっている。

第１号被保険者分の保険給付関係は、件数１億５,９４７万件、単位数１０,２１３億単位、費用額

第２号被保険者分の保険給付関係は、件数３５６万件、単位数１６７億単位、費用額１,７４２億円

第１号被保険者の２割負担対象者分の保険給付関係は、件数６１２万件、単位数４１５億

第１号被保険者の３割負担対象者分の保険給付関係は、件数４９７万件、単位数３２３億
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３．第１号被保険者の保険料収納状況

　９９.２％となっている。（10表参照）

　１,９９１億円、収納率９１.６％となっている。

10表　都道府県別保険料収納状況（現年度分） （単位：億円）

都道府県 調定額 収納額 収納率 都道府県 調定額 収納額 収納率 都道府県 調定額 収納額 収納率

全　国 23,621 23,438 99.2% 富山県 243 242 99.5% 島根県 166 165 99.5%

北海道 968 962 99.4% 石川県 245 244 99.4% 岡山県 389 387 99.5%

青森県 283 281 99.2% 福井県 170 169 99.3% 広島県 556 554 99.6%

岩手県 269 268 99.5% 山梨県 168 167 99.3% 山口県 283 282 99.5%

宮城県 422 420 99.4% 長野県 431 429 99.6% 徳島県 163 162 99.1%

秋田県 248 246 99.4% 岐阜県 411 408 99.3% 香川県 213 212 99.4%

山形県 252 251 99.6% 静岡県 710 706 99.4% 愛媛県 298 296 99.4%

福島県 364 361 99.3% 愛知県 1,232 1,226 99.5% 高知県 143 142 99.3%

茨城県 527 522 99.1% 三重県 373 370 99.4% 福岡県 919 911 99.2%

栃木県 360 357 99.2% 滋賀県 264 263 99.6% 佐賀県 170 169 99.3%

群馬県 406 402 98.9% 京都府 494 491 99.4% 長崎県 288 286 99.3%

埼玉県 1,160 1,149 99.1% 大阪府 1,662 1,645 98.9% 熊本県 373 370 99.2%

千葉県 1,057 1,047 99.0% 兵庫県 1,023 1,016 99.3% 大分県 225 224 99.2%

東京都 2,221 2,192 98.7% 奈良県 270 269 99.4% 宮崎県 211 210 99.2%

神奈川県 1,569 1,559 99.4% 和歌山県 214 213 99.3% 鹿児島県 323 320 99.2%

新潟県 511 509 99.6% 鳥取県 131 130 99.4% 沖縄県 241 235 97.7%

※数値は、億円未満を四捨五入しているため、計に一致しない場合がある。

令和２年度の保険料収納状況は、調定額２兆３,６２１億円、収納額２兆３,４３８億円、収納率

なお、特別徴収の収納額累計は２兆１,４４７億円、収納率１００.０％、普通徴収の収納額累計は
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４．介護保険特別会計経理状況

　参照）

　　この差引残額のうち、国庫支出金精算額等を精算した後では２,０６２億円となる。

　となっている。

１１表　介護保険特別会計経理状況（保険事業勘定・全国計）
（単位：億円）

決 算 額 決 算 額

保険料 23,567        総務費 2,256          

分担金及び負担金 49               保険給付費 102,419      

使用料及び手数料 7                 地域支援事業費 5,362          

国庫支出金 26,496        財政安定化基金拠出金 -                  

介護給付費負担金（再掲） 18,959        相互財政安定化事業負担金 -                  

調整交付金（再掲） 5,316          保健福祉事業費 15               

地域支援事業交付金（再掲） 1,723          基金積立金 1,268          

保険者機能強化推進交付金（再掲） 190             公債費 4                 

保険者努力支援交付金 190             予備費 1.8              

支払基金交付金 28,728        諸支出金 1,003          

介護給付費交付金（再掲） 27,781        

地域支援事業支援交付金（再掲） 947             

都道府県支出金 15,909        

都道府県負担金（再掲） 15,022        

地域支援事業交付金（再掲） 864             

相互財政安定化事業交付金 0                 

財産収入 4                 

寄附金 0.12            

繰入金 18,336        

一般会計繰入金12.5%（再掲） 12,903        

総務費に係る一般会計繰入金（再掲） 2,182          

介護給付費準備基金繰入金（再掲） 872             

地域支援事業繰入金（再掲） 844             

低所得者保険料軽減繰入金（再掲） 1,441          

繰越金 2,390          

市町村債 3                 

諸収入 95               

115,584      合　　　　計 112,329      

※数値は、億円未満を四捨五入しているため、計に一致しない場合がある。

令 和 ２ 年 度 の 保 険 者 に お け る 介 護 保 険 特 別 会 計 （ 保 険 事 業 勘 定 ） に つ い て 、 歳 入 合 計

また、令和２年度末現在で介護給付費準備基金の保有額は７,９４８億円（１,４４２保険者）

１１兆５,５８４億円、歳出合計１１兆２,３２９億円、差引残額３,２５５億円となっている。（11表

合　　　　計

歳 入 歳 出

科 目 科 目
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（参考）

科　　　　目 内　　　　容

保険料 第１号被保険者から徴収した保険料

分担金及び負担金 介護認定審査会共同設置等の場合の負担金等

使用料及び手数料 保険料の督促手数料等

国庫支出金 介護保険事業の執行に必要な国の負担金等

介護給付費負担金 介護給付及び予防給付に要する国の負担金

調整交付金 介護保険の財政調整のために交付する国の交付金

地域支援事業交付金 地域支援事業に要する国の交付金

保険者機能強化推進交付金 保険者機能強化推進のための国の交付金

保険者努力支援交付金 保険者の取組状況に基づく国の交付金

支払基金交付金 支払基金からの交付金

介護給付費交付金 介護給付・予防給付に要する支払基金からの交付金

地域支援事業支援交付金 地域支援事業に要する支払基金からの交付金

都道府県支出金 介護保険事業の執行に必要な都道府県の負担金等

都道府県負担金 介護給付及び予防給付に要する都道府県の負担金

地域支援事業交付金 地域支援事業に要する都道府県の交付金

相互財政安定化事業交付金 市町村相互財政安定化事業における交付金

財産収入 財産運用収入及び財産売却収入等

寄附金 寄附金

繰入金 他会計や基金からの繰入金

一般会計繰入金12.5% 介護給付及び予防給付に要する市町村の負担金

総務費に係る一般会計繰入金 介護保険事業の執行に必要な事務費、人件費等の一般会計からの繰入金

介護給付費準備基金繰入金 中期財政運用期間中の余剰金を積み立てる準備基金の取り崩しによる繰入金

地域支援事業繰入金 地域支援事業に要する市町村の負担金

低所得者保険料軽減繰入金 低所得者の保険料軽減に要する繰入金

繰越金 前年度の余剰金

市町村債 財政安定化基金等からの借入金等

諸収入 延滞金、加算金、過料等

総務費 介護保険事業の執行に必要な事務費、人件費等

保険給付費
保険給付、予防給付、高額介護サービス、高額医療合算介護サービス費、
特定入所者介護サービス費、市町村特別給付に要する費用等

地域支援事業費 地域支援事業に要する費用

財政安定化基金拠出金 財政安定化基金に係る拠出金

相互財政安定化事業負担金 市町村相互財政安定化事業における負担金

保健福祉事業費 保健福祉事業に要する費用

基金積立金 介護給付費準備基金等への積立金

公債費 借入金の返還金等

予備費 予備費

諸支出金 他会計への繰出金、還付加算金等

　介護保険特別会計（保険事業勘定）の科目の説明

歳
　
　
　
　
　
出

歳
　
　
　
　
　
入
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